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Ⅰ　緒 論 
─リーガルマインドの基礎教育
　我が国の法曹教育のスタートステージであ
る法科大学院教育の本質は，「リーガルマイ
ンドの基礎教育」といえる。
　「リーガルマインド」とは，多様雑多な社
会的事象から，証拠に基づいて，法規範と関
連づけながら「事実認定」をし，それに法規
範を適用して，法的課題（紛争を含む）の結
論（解決）を導き出す（推論する）技能（ス
キル）をいう。
　この推論技能を習得するプロセスモデルを
図解すると次頁の図 1 となる。
　図中，　 知っている（記憶）　→　 理解
している 　→　 正確に表現できる 　→　
使える 　という学修循環の中で，実務臨床
科目では，　 使える 　ことに重点を置くこ
とになる。
　本リーガル・クリニック（ADR）授業は，
この「リーガルマインドの基礎教育」のため
の実務臨床科目のひとつなのである。
Ⅱ　リーガル・クリニック（ADR）授
業の全体プログラム
1 ．導 入 講 義
　まず，ベーシック教材Ⅰ「民事紛争解決過
程の全体フロー」を用いて，民事紛争解決過
程全体の流れの中での ADR の位置づけや利
用場面を講義する。
　裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する
法律（通称 ADR 法）第 1条では，裁判外紛
争解決手続（ADR）を「訴訟手続によらず
に民事上の紛争の解決をしようとする紛争の
当事者のため，公正な第三者が関与してその
解決を図る手続」と定義しているので，非訴
訟的紛争解決手続である ADR の理解をさら
に深めるため，訴訟手続との制度内容・機能
等を対比して講義する。
　＊中央大学法科大学院教授
＊＊  一般社団法人日本商事仲裁協会仲裁部次長・
調停部次長
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図 1 　法的推論（Legal Reasoning）のメカニズム
TOYAMA SHINICHIRO ©2013
教材（抄）
第 0　民事紛争解決過程全体の流れ
　法的問題を含む民事紛争が発生した場合の解決プロセス・モデルは，次のような 6つの
ステップで構成される。
1　民事紛争を解決するため，関係当事者による相対交渉（本人交渉）がされるが，それ
が首尾よくいかず，交渉に行き詰まる。
2　紛争当事者が，弁護士に相談し，弁護士を代理人とする交渉（代理人交渉）が行われる。
　この段階で，紛争が解決することも少なくない。
3　ADR（裁判外紛争解決手続）を利用する。
4　保全処分をかけて，権利を保全する措置をとる。
5　民事訴訟を提起し，これを追行する。
　その結果，その途中で訴訟上の和解が成立し，または判決が下されて，債務名義がで
き上がる。
　　事案によって，民事訴訟ではなく，民事調停その他の法的手続（ADR）を選択するこ
とも視野に入れる。
6　債務名義に表示された権利について債務者が任意に履行する。
　　任意に履行されない場合は，強制執行という手続で権利の実現を図る。
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2 ．ADR 映像教材紛争事例分析及び映
像視聴
⑴　映像教材紛争事例内容の要件事実的分析
ワークショップ
　学生たちは，配布された資料（映像教材紛
争事例）を対象に，制限時間内で，要件事実
スキルを用いた事例分析（訴訟物→請求原因
→認否→抗弁→……）を行い，それを文書化
（メモ化）する。
　この作業を通じて，学生たちは民事訴訟を
前提とした場合の証拠により認定するべき争
点事実をあぶり出すとともに，事例の法的全
容を把握することができる。
⑵　映像教材視聴による ADR 手続進行実務
イメージ作り
　映像の中での調停手続シーンにおいて，調
停人は，申立人及び同代理人弁護士と相手方
及び同代理人弁護士の双方からそれぞれの言
い分とその根拠を傾聴し聴き取る。
　さらに，調停人は，双方から本音を聴き出
して，双方のニーズに適合した調停案を練り
上げて，双方に提案する。
　当事者は，その調停案を受け入れて調停が
成立する。
　そして，学生たちは，その手続の進行や各
プレイヤーのやりとりシーンを視聴すること
で，ADR 手続進行実務を間接体験して，そ
のイメージを作り上げ，その後のロールプレ
イ授業のプレイヤーとしての役作りや手続進
行の参考とする。
3．アーカイブ事件教材を用いた ADR
ロールプレイ
⑴　民 事 調 停
①　教 材
　東京簡易裁判所損害賠償請求調停申立事件
記録（当事者の固有名詞はマスキング）
②　授業進行の仕方
㋑　学生たちを，それぞれ申立人本人，同代
理人弁護士，相手方本人，同代理人弁護士，
民事調停委員にキャスティングして，模擬
調停を実施する。
㋺　その調停結果（調停不成立または成立し
た場合の調停内容）及び手続進行内容につ
いて，教員の方で，実際の事件解決内容を紹
介しつつ，レビューする。
⑵　家 事 調 停
①　教 材
　実際の離婚事件をベースとした，◯ⅰ離婚事
件の概要ペーパー，◯ⅱ申立人（妻）の言い分
ペーパー，◯ⅲ相手方（夫）の言い分ペーパー，
の 3種類のペーパー教材
②　授業進行の仕方
㋑　学生たちを，それぞれ申立人本人（妻），
同代理人弁護士，相手方本人（夫），同代
理人弁護士，家事調停委員にキャスティン
グする。
㋺　家事調停委員は，教材◯ⅰ，申立人側は教
材◯ⅰ◯ⅱ，相手方側は教材◯ⅰ◯ⅲを，いわば手
持ちベース資料として，模擬調停を実施す
る。
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　なお，申立人側と相手方側は，手持ちベー
ス資料に矛盾しない限度で自由に物語を作っ
てよい。
4．日本商事仲裁協会フィールドワーク
　　我が国の国際仲裁機関の老舗であり，か
つ代表格である日本商事仲裁協会の現場にお
けるフィールドワーク授業である。
Ⅲ　本フィールドワーク授業の内容
1 ．協会マネジャーによる事業内容講義
　協会仲裁部・調停部の西村俊之次長が，次
長作成の後掲講義レジュメ教材及び下記配付
資料を用い，丁寧な講義をされる。その後，
学生たちが質疑応答をすることで，学生たち
は日本商事仲裁協会の仲裁機関としての概要
や仲裁制度やその運用の実際などを学修す
る。
2．国際仲裁ワークショップ（事例分析）
⑴　手作り教材
　国際仲裁 WORK SHOP ─BRIEF STORY─
⑵　授 業 進 行
　学生 A は，「仲裁人」として教材内事例 1
をゆっくり音読し，事例内容を頭に入れる
（予習なし）。
　学生 A は，オンタイムで，自分のリーガ
ルマインドをフル回転し，脳に大汗をかいて
事例 1を「仲裁人」としてどのような判断内
容に向けて仲裁手続を進行させるのかを分
析・検討する。
　学生 A は，その分析・検討結果を発表し，
それについて他学生・西村次長・教員が評論
し，討論する。
　次に，学生 B は事例 2を……と，逐次，
同様にワークショップを進行させていく。
配付資料リスト
1　一般社団法人日本商事仲裁協会（JCAA）の仲裁・調停事業について
2　商事調停規則に基づく商事調停手続の概要説明
3　JCAA（The Japan Commercial Arbitration Association）仲裁のご案内
4　商事仲裁規則・管理料金規程・仲裁人報償金規定
5　UNCITRAL 仲裁規則による仲裁の管理および手続に関する規則
6　商事調停規則
7　国際商事調停規則・調停費用規程
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事　例　1
Ⅳ　授 業 評 価
1 ．授業の目論見
　仲裁制度は，歴史上，国際商取引において
発展し，現在においても，その分野における
紛争解決手段として，メインの選択肢である。
　法曹の職域のグローバル化が進行する中
で，国際仲裁制度についての十分な理解及び
活用スキルは，現代法曹の必須アイテムとい
える。
　学生たちは，本フィールドワーク授業を通
じて，その必須アイテムの基礎知識を学修す
る。
　日本商社アケボノ社は，オーストラリアにおいてワインの製造販売を行う企業であるメル
ボルン社との間で，平成元年（1989 年），メルボルン社製ワインを日本へ輸出販売すること
を目的とした「販売代理店契約」を締結した。
　同契約中には，メルボルン社は日本において別途の販売代理店を追加で指名できる旨の条
項が含まれていたが，現時点に至るまでその指名は行われていない。
　また，同契約中には，
①　いずれの当事者も相手方に対して， 3ヶ月前の事前通知を行うことで契約を解約できる
②　アケボノ社において，合併，営業譲渡，大株主の変更等の事情により，「支配権の変更」
が起きた場合には，事前のメルボルン社の承認を得た場合を除き，メルボルン社は契約を
解除できる
③　準拠法は日本法とする
④　一般社団法人日本商事仲裁協会を仲裁機関とする仲裁合意
が，約定されていた。
　アケボノ社はその 10 年後，ユウヤケ社に吸収合併をされた。
　合併時にメルボルン社の承認を得なかったにもかかわらず，メルボルン社はユウヤケ社の
発注を応諾し続け，ユウヤケ社は順調にメルボルン社製品の売り上げを伸ばし続けた。
　しかし，平成 24 年（2012 年）に至り，メルボルン社はユウヤケ社に対して， 3 ヶ月前の解
約通知を発送し，当該時点以降での発注の応諾拒否， 3 ヶ月後の応答日の契約終了，契約終
了までの在庫の適正な処分を求めた。これを不服としたユウヤケ社は，主位的には，「販売
代理店契約」の確認，予備的には損害賠償を求めて日本商事仲裁協会に仲裁の申立てをした。
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2 ．学生の授業感想は，以下の通りである。
①　仲裁制度については，漠然としたイメー
ジしかなかったが，今回の授業を通じて，
ある程度具体的なイメージを持てたように
思う。
　国内取引において仲裁の件数が少ない一
方，国際取引においては多いという点につ
いて，訴訟による紛争解決以外に仲裁によ
る解決の途が存在することの周知が肝要で
あると感じた。
　その一方で，日本における裁判所に対す
る信頼という観点からは，司法制度の充実
ぶりを感じた。いずれにせよ，当事者の利
益とニーズに応じた解決が望めるよう，適
切な手段を提示することが，法曹の使命で
あるので，仲裁制度の利用方法についても
わきまえておくことが肝要だと思った。
②　今回の日本商事仲裁協会フィールドワー
ク授業に参加して，仲裁についての実務的
な話しや仲裁の仕組みについて，説明や質
疑応答などで知識を深められたと思う。
　次長が優しい人柄で具体例を交えて説明
してくださり，とてもよい雰囲気で楽しく
授業を受けられた。
　仲裁で解決することをあらかじめ契約の
一条項として定めることが実務の慣例であ
ることが意外で勉強になった（大部分は紛
争が発生してから仲裁で解決することを合
意して手続に入るものだと思っていた）。
　後半の例題をその場で考え，仲裁人とし
てどう考えるかを答えるパートは，事案分
析の力や法令適用のみで結論を出す訴訟手
続と違う仲裁手続の特性を考慮して結論を
出す力が試せて，面白かった。
　仲裁が日本国内よりも国際紛争の場面で
よく使われることも驚き，またそれ故に，日
本人が仲裁人としてそのような場で活躍す
るシーンが，他国の仲裁人の活躍するシー
ンよりも圧倒的に少ないことにも驚いた。
しかし，そのための能力はハードルがすご
く高いので，自分には厳しいなと思った。
　これからも事例分析力を，授業を通して
もっとつけていきたいと思った。
授 業 風 景
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③　仲裁の沿革から，仲裁とは何かについ
て，実際にわかりやすく話していただき，
非常に勉強になりました。
　日本において仲裁制度はあまり知られて
いないこともあり，海外の仲裁機関の取扱
件数と比較すると，本当に数少ないことに
驚きました。もっと制度として幅広く知ら
れ，紛争解決システムとして普及するとよ
いと思いました。
　実際にお話をうかがえて，企業法務にて
契約書の作成等，いかにして作っていくか
のイメージを持つことができました。
　机上の勉強だけでは具体的なイメージを
持つことが難しいため，実務のお話しをう
かがえたこと，事例を実際に考えて分析等
したことで，具体的なイメージを持つこと
ができて，勉強になりました。
　もっと仲裁制度を普及させていく活動に
も取り組んでいきたいです。
④　仲裁の制度についての説明を受け，今ま
で，あまり関心を持っていなかった分野で
はあったが，詳しい内容，制度について知
ることができ，とても興味深かった。
　仲裁は裁判に代わる制度として優れた制
度であるが，あまり日本では取り扱いがな
いことを知り，意外ではあったが将来実務
に出た後に，このような制度があるという
ことを知ったことで，有益になると思う。
　実際に事例問題を解いてみて，実務でど
のような事件が取り扱われているのかを知
り，より身近に感じることができたし，解
決をすることの難しさも分かった。
　仲裁人になるには法律上の知識にとどま
らず，商取引や語学も必要で，日本人では
余り活躍している人が少ないと聞いたが，
自分も少しでも関わっていけるような実力
をつけていきたいと思った。
⑤　日頃，触れることのない知識に触れるこ
とができて，とても新鮮な気持ちです。
　求められる能力が非常に高い仲裁人につ
いて，国際競争力の強化を国家の重要課題
と考えたとき，最優先に取り組むべきと考
えました。関係官署との連携を含め，大き
な動きにしていくべきと思いました。
　有名ではない仲裁制度ですが，裁判所へ
の信頼が強い日本においては，仲裁制度の
非公開・非公表性が大きな強みだと思いま
した。
　仲裁制度の秘匿性は，情報化の進んだ現
代において，ブランドイメージを守るため
には重要であると思いました。
　弁護士として幅広い紛争解決に関する知
識を身につけることは必要なことですが，
仲裁制度や ADR など学習を深め，特に実
務体験を通した学習を進めていきたいと思
いました。
3．授業の目論見と学生の授業感想とは，ほ
ぼマッチングしている。授業設計者として
は，さらに教材及び学修方法に工夫を加え
て，授業時間（100 分）内で，より豊かに
より深く学生が学習できる授業としたい。
72
Class Report
第 11 巻第 4号（2015）
1 ．日本商事仲裁協会の沿革
　1950 年に，日本商工会議所，東京商工会議所，経済団体連合会，日本貿易会，日本産
業協議会，日本中小企業連盟および全国金融団体協議会が発起人となって，主に国際商事
紛争の解決を図る機関として，国際商事仲裁委員会が日本商工会議所内に設置された。こ
れは商工会議所法で，日本商工会議所の事業として，あつ旋，調停又は仲裁が定められて
いることによる1）。1953 年には，日本商工会議所から独立し，社団法人国際商事仲裁協
会として改組された。2003 年には名称を社団法人日本商事仲裁協会に変更し，国際商事
紛争のみならず国内商事紛争の仲裁業務にも積極的に乗り出した。その後，2009 年には，
公益法人制度改革に伴い，社団法人から一般社団法人に改組した。
　日本商事仲裁協会は，日本商工会議所から独立したとはいえ，日本商工会議所を含む各
地商工会議所との関係は深く，多くの商工会議所との間には仲裁等の業務委託契約が締結
されている。
2．仲裁とは何か
⑴　法制度としての仲裁
　一般に，仲裁とは「争いの間に入り，両者を取りなし仲直りをさせること」との意味で
1．日本商事仲裁協会の沿革
2．仲裁とは何か
3．仲 裁 合 意
4．日本商事仲裁協会の仲裁手続
5．仲裁判断の執行
※本稿の内容は，筆者の個人的見解であり，日本商事仲裁協会の見解を示すものではない。
西 村 俊 之
講義レジュメ
ADRとしての日本商事仲裁協会
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使われることが多いが，法律制度としての仲裁は，仲裁法に従って行われる紛争解決手続
のことである。分かりやすく表現するならば，仲裁は法律で認められた私設裁判である。
　仲裁は，私的自治の原則の下，認められている制度であるため，当事者の合意，すなわ
ち，仲裁合意が仲裁の根幹をなす。仲裁合意とは，当事者が紛争の解決を第三者の判断に
委ね，その判断に従うとの合意である（仲裁法 2条 1項）。口頭による仲裁合意は認めら
れておらず，書面よってしなければならない（仲裁法 13 条 2 項）。仲裁を行うとの合意
は，同時に訴権の喪失を意味する。当事者間に，仲裁合意があるにもかかわらず，一方の
当事者が裁判所に提訴した場合には，他方の当事者が仲裁合意の存在を主張すれば（妨訴
抗弁），裁判所はその訴えを却下することになる（仲裁法 14 条 1 項）。
　仲裁において，裁判官の役割を果たす者を仲裁人という。裁判官とは異なり，原則，当
事者が合意により自由に選ぶことができる。仲裁人は，当事者の一方が，仲裁手続を無視
し，口頭審理の期日に出頭しない場合でも，仲裁手続を進めることができ，仲裁判断を下
すことができる（仲裁法 33 条）。
　仲裁判断は，確定判決と同一の効力があり（仲裁法 45 条 1 項），相手方が任意に履行し
ない場合は，裁判所に執行決定を求めることができる（仲裁法 46 条 1 項）。
　このように仲裁は当事者による自主的な解決制度である一方で，裁判所がその入り口と
出口，すなわち仲裁合意と仲裁判断に関与することによって，強制力のある紛争解決制度
として成立している。
⑵　仲裁の特徴
ア　国 際 性
　仲裁判断の効力は，わが国において確定判決と同一の効力が認められている。判決の効
力は，原則として，国内に限られる。この点は仲裁判断も同様である。しかし，仲裁には，
外国においてなされた仲裁判断を承認し，これに基づき強制執行することを許可する要件
を定めた「外国仲裁判断の承認および執行に関する条約（通称，ニューヨーク条約）」2）
がある。この条約によれば，仲裁契約の無効や手続上の重要な瑕疵といった限られた承
認・執行拒否事由を，仲裁判断を不利益に援用される当事者が主張・立証しないかぎり，
締約国は他国でなされた仲裁判断を承認・執行する義務を負っている。現在，ニューヨー
ク条約には 140 カ国以上の国が締約国になっている。
　なお，非締約国で，わが国と比較的貿易取引の多い国として台湾があるが，台湾は外国
仲裁判断の承認と執行について，自国の仲裁法にてニューヨーク条約と同様の要件を定
め，外国仲裁判断の承認と執行を行っている3）。
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イ　中 立 性
　仲裁は，手続および判断の中立性を確保することができる。国際取引においては，当事
者の国籍が異なり，また営業所の所在地も同一国内ではないことが通常である。この場合，
一方当事者の国の裁判所によって，紛争を解決することは，言語や法制度の違いなどか
ら，他方当事者にとって不利である。また，腐敗した裁判官が多い国もある。この点，仲
裁は私的自治に基づく紛争解決制度であるため，手続の進め方について，広く当事者の合
意が認められている。例えば，中国企業と日本企業と間の紛争解決において，どちらの母
国語でない言語である英語を用い，場所も第三国の都市で，仲裁手続を実施することがで
きる。また仲裁人は，原則として当事者が選任することができるため，当事者は中立的な
者によってなされた仲裁判断を得ることができる。
ウ　手続の柔軟性
　訴訟では，一般に任意訴訟の禁止の原則があり，手続のルールについて当事者が合意に
より決めることは原則として認められていない。他方，仲裁は私的自治の原則に基づく紛
争解決手続きのため，当事者の手続保障が確保されていれば，当事者が合意により手続の
あり方を決めることが広く認められている。
エ　非 公 開 性
　訴訟では，一般に手続が公開される。わが国では，憲法 82 条 1 項が「裁判の対審及び
判決は，公開法廷でこれを行ふ。」と規定している。他方，仲裁は当事者の合意がない限り，
部外者がその仲裁手続に参加することはできない。ただし，当事者が仲裁手続に関する情
報について秘密保持義務を負うか否かについては，国際的に判例，学説が分かれている4）。
オ　一 審 制
訴訟は三審制であるのに対し，仲裁は一審制である。仲裁は，審級を重ねることがないた
め，訴訟と比べると迅速な紛争解決が図れる。ただし訴訟の第一審と仲裁を比較した場合，
仲裁の方が常に迅速であるとは言えない。また仲裁の方が，当事者の費用負担も大きい。
国家予算で運営されている裁判所とは異なり，仲裁では当事者がすべての手続費用を負担
する必要がある。
⑶　アド・ホック仲裁と機関仲裁
仲裁は，アド・ホック仲裁と機関仲裁の二つに分類することができる。前者は，紛争当事
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者自身で手続を管理する仲裁である。当事者のニーズに応じて柔軟な手続が出来る半面，
具体的な手続について当事者間に争いが生じ易い。そこで，円滑な手続を行うために，ア
ド・ホック仲裁の場合には，当事者の合意により UNCITRAL 仲裁規則5）が用いられるこ
とが多い。後者は，仲裁機関が独自の仲裁規則に基づいて，仲裁の申立てから仲裁判断ま
での手続が支障なく実施されるよう管理する仲裁である。
　日本商事仲裁協会も仲裁機関の一つであるが，世界の主要国には仲裁機関が存在し，ど
の仲裁機関を使うかは当事者の合意によって定められる。
主要仲裁機関と取扱件数 6 ）
2010 年 2011 年 2012 年
アメリカ仲裁協会（AAA） 888 N/A N/A
中国国際経済貿易仲裁委員会（CIETAC） 1352 1435 1060
香港国際仲裁センター（HKIAC） 16 41 68
国際商業会議所（ICC） 793 795 759
ロンドン国際仲裁裁判所（LCIA） 237 224 N/A
ストックホルム商業会議所（SCC） 197 199 177
シンガポール国際仲裁センター（SIAC） 140 188 235
日本商事仲裁協会の取扱件数
2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年
18 27 19 19 26
3 ．仲 裁 合 意
ア　仲 裁 条 項
　仲裁を行うためには，当事者間に紛争を仲裁で解決する旨の仲裁合意が必要である。仲
裁合意は，通常，契約の一条項として規定することが多い。どのような仲裁条項を規定す
るかは，当事者間の交渉によって決定される。仲裁条項例①は，日本商事仲裁協会を仲裁
機関に指定し，東京を仲裁地とし，日本語で仲裁手続を行うとする規定である。一般的に，
この仲裁条項が，日本企業にとって最も便利であり費用負担が軽い紛争解決手続である。
ただし，この条項を相手国企業に受け入れさせることは，日本企業の立場が強くない限り
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難しいので，交渉の際には，これを基本として交渉に臨み，相手国企業が難色を示した場
合には，外国の仲裁機関を指定したり，手続用語を英語としたりする譲歩が必要となる。
仲裁条項例①
この契約からまたはこの契約に関連して，当事者の間に生ずることがあるすべての紛争，
論争または意見の相違は，一般社団法人 日本商事仲裁協会の商事仲裁規則に従って，東
京において仲裁により最終的に解決されるものとする。仲裁の手続用語は日本語とする。
All disputes, controversies or differences which may arise between the parties hereto, out 
of or in relation to or in connection with this Agreement shall be ﬁnally settled by arbitration 
in Tokyo, in accordance with the Commercial Arbitration Rules of The Japan Commercial 
Arbitration Association. The language of the arbitral proceedings shall be Japanese.
仲裁条項例②
この契約からまたはこの契約に関連して，当事者の間に生ずることがあるすべての紛争，
論争または意見の相違は，X（外国法人）が仲裁を申し立てたときは，（社）日本商事仲裁
協会の商事仲裁規則に基づき（日本の都市名）において，または，Y（日本法人）が仲裁
を申し立てたときは，（仲裁機関の名称）の（仲裁規則の名称）に基づき（外国の都市名）
において，仲裁により最終的に解決されるものとする。
All disputes, controversies or differences which may arise between the parties hereto, out of 
or in relation to or in connection with this Agreement shall be ﬁnally settled by arbitration in
（the name of the city in Japan）pursuant to the Commercial Arbitration Rules of The Japan 
Commercial Arbitration Association if X（foreign corporation） requests the arbitration or in
（the name of the city in foreign country）pursuant to（the name of rules）of（the name of 
arbitral institution）if Y（Japanese corporation）requests the arbitration.
　仲裁を申し立てるときは相手国に行って相手国の仲裁機関を使って仲裁を行うと規定す
る方法（被告地主義）もある。それが仲裁条項例②である。このような仲裁条項は，当事
者交渉の妥協の産物として規定されることが多いが，相手国企業の信用力や取引内容を考
慮した上で，もし日本企業の方が，仲裁申立てを行う可能性が高いときには，実質では相
手国で仲裁を行うとの合意になってしまうで，注意する必要がある。
　仲裁機関を使わず，当事者自ら，仲裁手続を管理するアド・ホック仲裁の場合の仲裁条
項例は，次の仲裁条項例③である。
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仲裁条項例③
この契約からまたはこの契約に関連して，当事者の間に生ずることがあるすべての紛争，
論争または意見の相違は，UNCITRAL仲裁規則に従って仲裁により解決されるものとする。
All disputes, controversies or differences which may arise between the parties hereto, out of 
or in relation to or in connection with this Agreement shall be ﬁnally settled by arbitration in 
accordance with the UNCITRAL Arbitration Rules.
仲裁付託契約例
仲裁付託契約
XX 株式会社（以下「甲」という）および YY 株式会社（以下「乙」という）は，下記契約
から生じ，又は下記契約に関連して甲乙間に生じるすべての紛争は，一般社団法人日本商
事仲裁協会（以下「協会」という）商事仲裁規則による仲裁に付託し，最終的に解決する
ものとし，仲裁の付託に関し次のとおり契約を締結する。
記
○○○○年○○月○○日付○○○○○契約書
以上
○○年○○月○○日
甲　XX 株式会社
代表者　代表取締役　　　　　　　　　印
乙　YY
代表者　代表取締役　　　　　　　　　印
イ　仲裁付託合意
　仲裁合意には，将来の紛争を仲裁で解決する合意と現在の紛争を仲裁で解決する合意の
2つがある。前者の例が仲裁条項例①乃至③である。後者は，一般に「仲裁付託契約」と
呼ばれている。なお，実務上，紛争発生後に仲裁付託契約を結ぶことは，契約を不履行し
た当事者が同意しないことが多く，紛争当事者間で仲裁付託契約が締結されることは少な
い。
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ウ　仲裁合意の対象
　仲裁の対象は，契約に基づくものであるかどうかは問われないが，一定の法律関係が特
定される必要がある。これは，仲裁合意に訴権を放棄する効果があり，仲裁合意の客観的
範囲に含まれる事柄を対象とする紛争を訴訟で解決できなくなるという重大な結果が生じ
るため，紛争の特定が必要とあると考えられていることによる。また，仲裁合意は，離婚
又は離縁の紛争を除く，当事者が和解をすることができる民事上の紛争を対象とする場合
に限り，その効力が認められている（仲裁法 13 条 1 項）。したがって，当事者が和解でき
ないもの，言い換えると当事者が任意に処分することができないものを対象として，仲裁
合意を締結し仲裁で解決することはできない。和解で解決できない紛争とは，親子関係・
婚姻関係をめぐる紛争（人事関係事件），境界に関する紛争，会社関係事件のうち株主総
会決議取消し・無効・新株発行無効等の紛争および知的財産権の有効性をめぐる紛争およ
び独占禁止法の違反をめぐる事件等である。
エ　消費者と事業者との仲裁合意
　わが国の仲裁法では，消費者と事業者との間に仲裁合意が締結された場合において，そ
の合意が将来において生じる民事上の紛争を対象としていた場合には，消費者は仲裁合意
を解除することができる（仲裁法附則 3条）。これは消費者保護を目的とした規定である。
なお，紛争が生じた後に消費者と事業者が合意により仲裁付託契約を締結した場合には，
本条の適用はない。
オ　労働者と事業者との仲裁合意
　わが国の仲裁法では，労働者と事業者との間に仲裁合意が締結された場合において，そ
の合意が将来において生じる個別労働関係紛争を対象としていた場合には，その仲裁合意
は無効である（仲裁法附則 4条）。ここでいう個別労働関係紛争とは，「個別労働関係紛争
の解決の促進に関する法律」の第 1条に規定する紛争を指す。
カ　仲裁合意の分離独立制
　実務上，仲裁合意は契約の一条項として規定されることが多いが，主たる契約と仲裁条
項は別個の契約であると考えられている。したがって主たる契約が解除・無効・取消し等
で効力を失っても，仲裁条項は当然には効力を失わず，その有効性は別個に判断される7）。
なぜなら，たとえば契約解除の有効性が争われている場合に，仲裁条項も同時に解除され
たとすると仲裁によって紛争を解決することができなるからである。仲裁合意の分離独立
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性は，国際的に広く認められた原則であり，わが国でもこの原則を認めた判例がある8）。
キ　仲裁合意と裁判所の保全処分
　仲裁合意がある場合，一方当事者が仲裁合意の対象となる紛争について，訴訟を提起し
ても，他方の当事者が仲裁合意の存在を主張すれば（妨訴抗弁），裁判所はその訴えを却
下することになる。しかし，妨訴抗弁は本案訴訟にのみにあてはまり，裁判所に対する保
全処分の申立てを不適法にするものではない（仲裁法 15 条）。したがって，仲裁合意が
あったとしても，当事者は裁判所に仮処分の申立てをすることでき，また，その申立てに
よって仲裁合意の効力に何らの影響も及ぼさない。
ク　仲裁鑑定合意
　仲裁鑑定合意は，仲裁合意と混同されることが多いが異なる合意である。仲裁合意に基
づく手続では，第三者は紛争に係る当事者間の権利義務の存否について判断をする。他方，
仲裁鑑定合意に基づく手続では，第三者は事実の認定，価値の評価を行う。仲裁鑑定合意
も，私法上の合意として有効であるが，仲裁法の定める仲裁合意とは異なる。仲裁鑑定合
意には，仲裁法の適用はない。したがって，妨訴抗弁はなく，また仲裁鑑定人の判断につ
いては取消しや執行決定ということもない。
ケ　欠陥仲裁条項
　既に述べたように，仲裁合意とは，当事者が紛争の解決を第三者の判断に委ね，その判
断に従うとの合意である。この合意は通常，契約書の一条項と規定されるが，誤って欠陥
のある仲裁条項が規定されることが少なくない9）。次の条項は欠陥仲裁条項の一例であ
る。
欠陥仲裁条項例
この契約からまたはこの契約に関連して，当事者の間に生ずることがあるすべての紛争，
論争または意見の相違は，国際仲裁調停センターで解決されるものとする。
　この仲裁条項には問題点が多い。第一に，国際仲裁調停センターという機関名について，
これでは機関の特定としては不十分である。どこの国のどの仲裁機関を指しているのかが
不明である。第二に，仲裁で解決するとは規定されていない。最後に，仲裁地の指定がな
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い。仲裁条項の欠陥には，修復可能なものと不可能なものがあり，不可能な場合には，仲
裁によって紛争を解決することができなくなる。第一の欠陥は，契約締結の過程でのやり
取りを根拠として，当事者の意思解釈によって治癒されるかもしれない。第二の欠陥は，
仲裁で紛争を解決するとは明示されていないので，仲裁を利用することはできない。致命
的な欠陥である。最後の欠陥は，仲裁法によって処理が可能なので，欠陥とまでは言えな
いかもしれないが，仲裁地を確定するための手間と時間がかかる。このような欠陥仲裁条
項は，多くの場合，企業の担当者が十分な検討をせずに仲裁条項をドラフティングしたり，
仲裁機関の標準仲裁条項を思慮なく書き換えたりすることから生じると考えられる。
4．日本商事仲裁協会の仲裁手続
　日本商事仲裁協会の仲裁手続は，主として商事仲裁規則に基づいて行われる 10）。日本
商事仲裁協会の仲裁手続の大まかな流れは，仲裁手続フローチャートのとおりである 11）。
なお，仲裁規則に従って手続が行われるとはいえ，個別事件の具体的な手続は当事者の合
意や仲裁人の指揮によって差異が生じる。
ア　仲裁の申立て
　機関仲裁の場合，仲裁手続は，仲裁申立書を作成し仲裁機関に提出することによって開
始される。仲裁申立書の記載事項は，通常，仲裁機関の仲裁規則に定められている。日本
商事仲裁協会（以下「協会」）の仲裁規則（平成 26 年 2 月 1 日改正・施行）（以下，「規則」）
の場合は，第 14 条に，申立書（書式 1 ）の記載事項が定められている 12）。仲裁手続を代
理人によって行う場合には，委任状（書式 2 ）を提出する必要がある（規則 14 条 4 項）。
また，仲裁申立時に，申立人は，協会の管理料金規程に定める管理料金を納付しなければ
ならない（規則 14 条 5 項）。
イ　答弁書の提出
　仲裁を申し立てる場合には，時効の問題がない限り，十分な時間を取って準備すること
ができるが，仲裁申立てを受けた場合は，そうはいかない。仲裁機関からの通知が届いた
日から，為すべきことに期限が設けられる。協会の仲裁の場合，仲裁申立ての通知を受領
した日から 4週間以内に，答弁書（書式 3 ）を提出する必要がある（規則 18 条 1 項）。答
弁書の準備のためには，速やかに，社内担当者を決め，仲裁規則を入手し，事実関係の社
内調査を行い，代理人弁護士を選任する必要がある。
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仲裁手続フローチャート
契約時に予め仲裁合意を定める
仲裁判断
仲裁手続開始
仲裁の申立て
仲裁人の選任
審理手続
審理の終結
紛争の発生
契約書に仲裁条項がない
が、現実に紛争が生じてか
ら仲裁による解決を当事者
が合意し，仲裁付託契約を
締結（仲裁付託合意）
申立人による申立書の提出
被申立人による答弁書の提出
反対請求の申立て，それに対
する答弁書の提出など
仲裁廷による保全措置の申
立て
緊急仲裁人による保全措置
の申立て
当事者の合意による調停手
続（当事者の合意により仲
裁人が調停人を兼務）
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書式 1
仲裁申立書
一般社団法人　日本商事仲裁協会　御中
申立人（会社名，代表者名および住所）
申立人代理人（事務所名，弁護士名，連絡先）
被申立人（会社名，代表者名および住所）
Ⅰ　請求の趣旨（例）
1　被申立人は，申立人に対し金　　　円およびこれに対す　　年　　月　　日から支
払済に至るまで年 6％の割合による金員を支払え。
2　仲裁料金，仲裁人報償金，および仲裁手続に要する費用はすべて被申立人の負担と
する。
　　　との仲裁判断を求める。
Ⅱ　紛争の概要および請求を根拠づける理由
　（省略）
Ⅲ　援用する仲裁合意
申立人および被申立人は，　　年　　月　　日付にて　　契約を締結し，同契約第
　　条には，同契約からまたは同契約に関連して生じる紛争は，日本商事仲裁協会
の商事仲裁規則に従って，日本国東京において仲裁により最終的に解決する旨規定
されている。
Ⅳ　証明方法
　追って適宜証拠を提出する。
以上のとおり仲裁を申立てるものである。
　　年　　月　　日
申立人代理人　弁護士　　　　　　　　印
添付書類：委任状
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ウ　仲裁人の選任
　協会の仲裁では，仲裁人は当事者の合意によって選任されるが（規則 25 条 1 項），当
事者による選任の効力 13）は，協会が選任を確認することによって生じる（規則 25 条 3
項）。当事者間に仲裁人の選任方法について別段の合意がなければ，規則に従って選任さ
れる 14）。当事者は仲裁人の数についても合意ができる。規則のデフォルトルールは 1名
であるが，いずれの当事者も，被申立人が仲裁申立ての通知を受領した日から 4週間以内
に，協会に対し，仲裁人の数を 3人とすることを書面により求めることができる（規則
26 条 2 項）。仲裁人の数が 1人の場合 15），当事者は合意により仲裁人選任し，協会に仲裁
人選任通知書（書式 4 ），仲裁人の受諾書（書式 5 ）および仲裁人の公正独立表明書（書式 6 ）
を提出しなければならない（規則 30 条）。もし当事者が合意により仲裁人の選任が出来な
い場合には，協会がその仲裁人を選任する（規則 27 条 3 項）。
書式 2
委任状
　当社は，東京都　　　法律事務所弁護士　　　　　を代理人と定め，下記の事項を委任
します。
1．　　　　　　　を被申立人として，日本商事仲裁協会に対し，仲裁を申し立て，仲裁
手続を遂行する一切の件
2．和解，抛棄，認諾，申立ての変更，申立ての取下げをなす件
3．復代理人選任の件
以上
　　年　　月　　日
（住所）　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　株式会社
代表取締役社長　　　　　　　　印
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書式 3
東京　　－　　号仲裁事件
答弁書
一般社団法人　日本商事仲裁協会　御中
申立人（会社名，代表者名および住所）
被申立人（会社名，代表者名および住所）
被申立人代理人（事務所名，弁護士名，連絡先）
Ⅰ　答弁の趣旨
1　申立人の請求を棄却する。
2　仲裁料金，仲裁人報償金および仲裁手続に要する費用は，すべて申立人の負担とす
る。
　　　との仲裁判断を求める。
Ⅱ　紛争の概要および答弁の理由
　（省略）
Ⅲ　証明方法
　追って適宜証拠を提出する。
　　年　　月　　日
被申立人代理人　弁護士　　　　　　　　印
添付書類　委任状
リーガルクリニック（ADR）
85第 11 巻第 4号（2015）
書式 4
東京　　－　　号仲裁事件
仲裁人選任通知
一般社団法人　日本商事仲裁協会　御中
　頭書仲裁事件について，申立人および被申立人は，合意の上，下記の者を仲裁人として
選任いたしましたので，仲裁人の受諾書および公正独立表明書を添えて，ご通知申し上げ
ます。
記
氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　
ファクシミリ番号：　　　　　　　　　　　　
電子メールアドレス：　　　　　　　　　　　
職業：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日
申立人代理人　　弁護士　　　　　　　　　印
被申立人代理人　弁護士　　　　　　　　　印
添付書類：受諾書，公正独立表明書
書式 5
東京　－　号仲裁事件
一般社団法人日本商事仲裁協会 御中
仲裁人就任受諾書
　頭書仲裁事件について，私は仲裁人に就任することを受諾いたします。
20　　年　　月　　日　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　印
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5 ．仲裁判断の執行
　仲裁人による仲裁判断が出された後，相手方当事者が任意に履行をしない場合には，債
務者の財産の所在地の地方裁判所に，執行決定を求める申立てを行うことになる（仲裁法
46 条）。この申立てをするときは，管轄裁判所に仲裁判断書の写し，当該写しの内容が仲
裁判断書と同一であることを証明する文書 16）および仲裁判断が日本語以外で作成されて
いた場合には，日本語訳を提出する。執行決定を求める申立書の記載については，次のよ
うな記載で申立てがなされた例がある 17）。
（申立の趣旨）
　申立人を申立人，被申立人を被申立人とする社団法人日本商事仲裁協会大阪第○○－○
○仲裁事件につき，仲裁人○○○○が平成 16 年 5 月○日付けをもってなした別紙仲裁判
断第○，第○および第○項に基づく民事執行を許す
との裁判を求める。
書式 6
東京　　－　　号仲裁事件
一般社団法人日本商事仲裁協会　御中
公正性および独立性に関する表明
□　頭書仲裁事件について，自己の公正性および独立性について疑いを生じさせるおそれ
のある事実はありません。
　　または
□　頭書仲裁事件について，別紙記載の事実を除き，自己の公正性および独立性について
疑いを生じさせるおそれのある事実はありません。
20　　年　　月　　日　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　印
（記載方法）
①　該当する□にチェックをしてください。
②　開示すべき事実がある場合には，別紙に記載し添付してください。
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（申立の理由）
1　申立人を申立人，被申立人を被申立人とする社団法人日本商事仲裁協会の大阪○○－
○○号仲裁事件において，平成 16 年 5 月○日，仲裁人○○○○は，別紙記載の仲裁
判断をした。
2　平成 16 年 5 月○日，同仲裁判断は，被申立人に送達された。
3　よって，申立人は，仲裁法 46 条 1 項に基づき，上記仲裁判断に基づく民事執行を許
す旨の執行決定を求める。
　外国で仲裁判断の執行を行う場合には，ニューヨーク条約の第 4条の規定に従って，仲
裁判断の承認と執行を申し立てる必要がある。申立ての際には，管轄裁判所に，⒜正当に
認証された仲裁判断の原本または正当に証明されたその謄本 18）および⒝仲裁合意の原本
又は正当に証明されたその謄本を提出する。仲裁判断又は仲裁合意が，仲裁判断が援用さ
れる国の公用語でない場合には，これらの文書の公用語訳を併せて提出する必要がある。
また，公用語への翻訳文は，公の若しくは宣誓した翻訳者又は外交官もしくは領事官によ
る証明を受けなければならない。
注
1 ）　商工会議所法第 65 条第 7項では，日本商工会議所が国際商事取引の紛争に関するあっ
旋，調停又は仲裁を行うと規定されており，また同法第 9条第 12 項では商工会議所が商
事取引の紛争に関するあっ旋，調停又は仲裁を行うと規定されている。これらの規定は，
弁護士法第 72 条の別段の定めにあたる。
2）　ニューヨーク条約の原文および加盟国は国際連合国際商取引法委員会（UNCITRAL）
のウェブサイト（http://www.uncitral.org）で確認できる。
3）　中村達也ほか「日本商事仲裁協会の仲裁判断が台湾の裁判所により承認された事例」
JCA ジャーナル 52 巻 6 号（2005 年）2-9 頁
4 ）　中村達也「仲裁手続の非公開と秘密保持について」JCA ジャーナル 43 巻 5 号（1996 年）
32-389 頁
5 ）　UNCITRAL 仲裁規則は，国際連合国際商取引法委員会（UNCITRAL）のウェブサイト
（http://www.uncitral.org）からダウンロードすることができる。
6）　出典は香港国際仲裁センターのウェブサイト（http://www.hkiac.org/）。ICC，LCIA お
よび SIAC の件数は国際事件のみで国内事件を含まない。
7）　中村達也『国際取引紛争　紛争解決の基本ルール』（成文堂，2014 年）160-161 頁／中
村達也「判例から見る仲裁法（2）仲裁合意の分離独立性」JCA ジャーナル 52 巻 2 号（2005
年）23-25 頁
8 ）　平成 17 年（ネ）第 10120 号特許実施料請求控訴事件（原審東京地方裁判所平成 17 年
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（ワ）第 14441 号）
9）　中村達也「国際契約における仲裁条項のドラフティング（上）事例に見る欠陥仲裁条
項と問題点」JCA ジャーナル 54 巻 11 号（2007 年）11-18 頁／中村達也「国際契約にお
ける仲裁条項のドラフティング（下）事例に見る欠陥仲裁条項と問題点」JCA ジャーナ
ル 54 巻 12 号（2007 年）22-27 頁
10）　日本商事仲裁協会の仲裁は，商事仲裁規則に基づく仲裁のほか，「UNCITRAL 仲裁規則
による仲裁の管理および仲裁手続に関する規則」に基づく仲裁手続がある。どちらの仲
裁規則に基づいて仲裁を行うかは，当事者の合意に基づく指定による。規則の指定がな
い場合には，商事仲裁規則 1条により，商事仲裁規則が適用される。各規則は，日本商
事仲裁協会のウェブサイト（http://www.jcaa.or.jp）からダウンロードすることができる。
11）　日本商事仲裁協会「仲裁のご案内」 8頁／ http://www.jcaa.or.jp/arbitration/docs/
pamph-j.pdf
12）　商事仲裁規則 14 条 2 項では，書式 1の記載事項に加え，手続の迅速化のため，⑴仲裁
人を 3人とする旨の事前の合意がある場合には，申立人が選任する仲裁人の氏名，住所
および連絡先（書面送付場所，電話番号，ファクシミリ番号および電子メールアドレス），
⑵仲裁人の数，仲裁人の選任方法，仲裁地および仲裁手続に用いる言語の全部または一
部に関する申立人の意見，⑶本案に適用すべき準拠法に関する申立人の意見，も記載で
きると規定されている。
13）　当事者選任仲裁人による第三仲裁人の選任の効力も，協会が選任を確認することによっ
て生じる（規則 25 条 2 項）。
14）　規則 26 条乃至 29 条
15）　仲裁人の数が 3人の場合は規則 28 条，多数当事者仲裁において仲裁人の数が 3人の場
合は 29 条を参照。
16）　日本商事仲裁協会では，協会代表者の署名のある仲裁判断書の謄本を発行している。
17）　児玉実史・生沼寿彦「新仲裁法のもとで執行決定を取得した事例」JCA ジャーナル 51
巻 12 号（2004 年）2-5 頁
18）　日本商事仲裁協会代表者の署名のある仲裁判断の謄本に，公証役場で署名認証および
アポスティーユを受け，その後，仲裁判断の執行申立てを行う国の在日大使館で認証を
受ける。
